
江戸川区熟年相談室（地域包括支援センター）業務委託に関する質問と回答 

質問項目 内  容 

設置面積について Ｑ．相談スペース、展示スペース等を含め、全体の面積は具体的に何平米以

上等の制限はあるのか。 

Ａ．具体的な制限はありません。 

設置場所について Ｑ．圏域地図⑦の範囲であれば、どこでもよいのか。 

Ａ．圏域地図⑦の範囲内で設置してください。 

人員配置について Ｑ．人員確保は困難な状況にあり、開設時点で３職種職員、専門職員、なら

びに認知症地域支援推進員が配置できない場合は認められないか。また、

配置転換などにより予定していた職員が、退職等により不在となった場合

は、同様に認められないか。 

Ａ．開設時、最低基準である３職種職員、専門職員、認知症地域支援推進員

の配置は必須です。 

管理者について Ｑ．既存の熟年相談室で管理者をしている場合、兼務は可能か。 

Ａ．可能です。 

Ｑ．代表取締役が就く、という形でもよろしいでしょうか。（実際に地域包括

支援センター業務に配属の予定はありません。） 

Ａ．代表取締役の方を管理者とすることは可能です。但し、募集要項２．公

募の内容（11）の記載内容に留意してください。 

運営財源について Ｑ．標準総収入（固定業務部分、介護予防支援業務等）の部分には、事務所

を賃貸で借りた場合、その賃借料、敷金礼金等の経費は含まれるか、加算

等により別途支給は考えているのか。 

Ａ．標準総収入の中に、一部経費が含まれます。 

Ｑ．電子機器（ＰＣ等）や展示する福祉機器の購入、机、椅子等の初期投資

の費用は、同様に別途支給はされるのか。 

Ａ．募集要項４．応募後のスケジュール（４）に記載のとおりです。 

提案書について Ｑ．第２号様式、会社概要特記事項について、記載内容は自由記述で構いま

せんか。記載の視点の指示はありますか。 

Ａ．自由記述です。 

Ｑ．第２号様式、『○相談や苦情処理の対応について（審査項目 8）』が、二つ

あります。何か意図があるのでしょうか 

Ａ．いずれかの箇所にご記入ください。 

Ｑ．第５号様式、配属予定の職員は、現在違う業務に従事しています。この

場合、現在確保している、とするのか、法人内で確保の見込み、とするの

かどちらになるのでしょうか。 

Ａ．配属予定の職員が、決定していれば、「現在確保している場合」の欄にご

記入ください。 

 


